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第 1 章 はじめに 

 

 船の安全規制は、国際条約に基づき、原則として船が船籍を置く国が責任を持っ

ています。国際海運では早くから自由の原則が確立され、船の国籍を問わず自由に

国際航路に参入できるようになっています。このため、競争が激しくなるとともに、

船会社は所有船の船籍をリベリア、パナマ、カンボジアなどの国（便宜置籍国）に

置き、コスト削減を図るようになりました。 

 しかし、初期の便宜置籍国は安全規制に十分な能力を持たず、便宜置籍国の船が

世界各地で事故を起こし、油流出による海洋汚染や沈没による航路障害を引き起こ

しました。1978 年には便宜置籍国に船籍を置く巨大タンカーが操舵装置の故障か

らフランス沖で座礁し大量の原油を流失、沿岸国に多大の被害をもたらしました。

事故の影響を被った欧州各国は、寄港する外国船の安全性を確認する必要があると

の認識を持ち、Port State Control（PSC；寄港国検査）と呼ぶ立入検査で確認し

ようとしました。ただし、PSC の実施には次のような問題がありました。 

1. 近隣の港湾間で、不適切な競争を招く恐れがある。例えば、A港が厳しく、

隣接する B港が安易な PSC を行えば、船は B港に流れる。 

2. 船側にとっては、寄港国毎に立入検査されれば円滑な運航に支障が出る。 

 これらを解決するには、一定地域において統一的手法で PSC を行うとともに、あ

る港の PSC で優良船と判定されれば一定期間は近隣港では PSC を行わない等、一定

地域での国際協力が必要になります。このため、欧州各国は、1982 年にパリで「PSC

に関する地域協力に関する覚書(Memorandum of Understanding)」（パリ MOU）を採

択しました。パリ MOU により欧州では PSC が組織的に始まり、国際基準を満足しな

い船（サブスタンダード船）が減少しました。 

 国連の専門機関である国際海事機関（IMO）は、パリ MOU の成果を踏まえ、他の

地域でも同様の措置を講じることを促すため、「PSC に関する地域協力の促進に関

する総会決議」を 1991 年に採択しました。これを受け、日本がイニシアチブをと

り 1993 年に東京で「アジア太平洋地域における PSC の地域協力に関する覚書」（東

京 MOU）が採択されました。現在、日本、中国、韓国、オーストラリア等の１８か

国・地域が東京 MOU のメンバーになっています。 

 PSC の地域協力を実効あるものとするには、PSC に関する統一的手法、情報共有

化、情報公開などに関する詳細を定めなければなりません。これには、加盟当局間

の意見調整が必要になります。また、統一的手法の徹底や情報システムの円滑な運

用には、PSC 関係職員に対する研修やセミナーが必要になります。 

 本財団は、東京 MOU メンバー間の意見調整などを円滑に実施できるようにする

MOU 事務局事業と各国 PSC 関係職員の研修等を企画・実施する研修事業を行ってい

ます。なお、アジア太平洋地域には発展途上国も多く、東京 MOU により多くの国が

参加できるように日本の民間資金を活用し各国の資金負担を軽減しています。 
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第２章 事業報告 

1. ＭＯＵ事務局事業 

1) 2012 年 4 月 16～19 日には第 22 回 PSC 委員会をチリで、2013 年 1 月 21～24 日

には第 23 回 PSC 委員会をシンガポールで開催しました。本財団は、PSC 委員会

の日程調整、各加盟当局及び事務局提案文書の各国への回章、事務局提案文書

の委員会での説明、報告書の作成等を行っており、委員会事務局の役割を担っ

ています。 

 

第 22 回 PSC 委員会：ビーニャ・デルマール、チリ 

 

 

第 23 回 PSC 委員会：シンガポール 
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2) 第 22 回 PSC 委員会では、主に次のような事項が合意されました。なお、同委

員会終了後、委員会参加者、国際船級協会（IACS）、国際船主協会（ICS）、国

際運輸労連（ITF）等が参加し産業界との対話フォーラムを開催しました。 

① 事務局運営に係る各国拠出金について、2013 年度から円建て総額 38 百万円

とすること 

② ペルーの準メンバー加入 

③ 悪質船（under-performing ships：1 年に 3回以上航行停止処分を受けた船）

に対する暫定措置（旗国及び船主への通告、Web での公表、寄港毎の検査）

を恒久措置とすること 

④ 2012 年に実施する火災安全に関する集中検査の実施要領 

⑤ 英文ホームページのリニューアルを 2012 年度に行うこと 

3) 第 23 回 PSC 委員会では、主に次のような事項が合意されました。なお、同委

員会終了後、前回と同様、産業界との対話フォーラムを開催しました。 

① 2013 年 8 月 20 日に発効する 2006 年海事労働条約（MLC）を東京 MOU の関連

条約とすること 

② 2014 年 1 月 1 日からパリ MOU と同様な新検査制度を導入すること（新制度

では、船舶を Low、Standard、High Risk の 3 種に区分し、それぞれに応じ

た検査インターバルが設定される。） 

③ 2013 年に実施する推進機関及び補助機関に関する集中検査の実施要領及び

2014 年の集中のテーマを Hours of Work and Rest とすること 

④ マレーシアの Mr. Abdul Samad を新議長、チリの Mr. Carlos Fanta を新副

議長に選出 

⑤ 次回会合を東京で 2013 年 10 月に開催 

4) PSC 委員会の次回会合までの間、同委員会の決定によりインターネットを通じ

た作業部会を設置されますが、本財団はメーリングリストの整備、部会討議へ

の助言等を行い、円滑に作業部会が進捗するよう支援しています。 

5) 2012年 5月 15日、東京MOUの 2011年の活動状況をとりまとめたAnnual Report 

2011 を公表しました。同 Report には PSC 委員会の決定事項、研修等の開催状

況、加盟当局が行った PSC 検査データの概要、当該データに基づき作成した旗

国、政府代行機関別の格付等が記載されており、本財団が原案を作成し加盟当

局の了承を取り公表しています。別添 1に PSC 検査データの推移、別添 2に旗

国格付表、別添3に政府代行機関格付表を示しますが、概要は次のとおりです。 

① 検査率は、インドネシア、中国等の検査率向上により、2011 年は前年を上

回った。また、航行停止処分数は前年を上回ったが、航行停止処分率は前

年をわずかに下回った。 

② 旗国ブラックリスト（悪質）掲載国は 13 カ国(前年 15)、グレイリスト（平

均）掲載国は 16 カ国(同 20)、ホワイトリスト（良質）掲載国は 33 カ国（同

27）であった。ブラックリストについて、前年掲載国ツバル、ベリーズ及
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びトルコがグレイリストに移行し、新たにトンガが掲載された。 

③ 政府代行機関の評価では、”very low”の 機関は 0(前年 2)、”low”は

1(同 2)、”medium”は 14(同 16)、”high”の機関は 18(同 16)であった。

成績の悪い機関が減少し、良い機関が増加した。 

6) 2012 年 5 月 7～11 日、ラトビア・リガで開催されたパリ MOU・PSC 委員会に出

席し、集中検査の共同実施等について協議しました。また、2013 年 3 月 4～8

日、英国ロンドンで開催された IMO 旗国小委員会に出席し、東京 MOU の活動状

況等を報告しました。 

7) 2012 年 9 月 1 日から 11 月 30 日まで、火災安全に関する集中検査をパリ MOU

等と協調して実施しました。 

8) PSC 委員会で決定した基本方針に基づき PSC 標準マニュアルの改訂作業を進め、

2012 年 7 月及び 2013 年 2 月に各国へ改訂版を送付しました。 

9) 一般公開用英文ホームページ（http://www.tokyo-mou.org/）について、2012

年 12 月にデザインを一新、一般向け問合せフォームなどの新機能を追加しま

した。また、東京 MOU 加盟国向け内部サイトに会議資料のダウンロード機能な

ど新たなツールを設けました。 
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2. 研修事業 

1) 2012 年 6 月 25～29 日、マレーシア・クアラルンプールで海洋汚染防止条約に

関する専門研修を開催し、16 カ国・地域から研修生 25 名が参加しました。本

財団は、専門研修の開催費用及び途上国参加者 8名の旅費を負担しました。 

 

2) 2012 年 7 月 2～6 日、ベトナム・ダナンへ韓国から専門家 2 名を派遣し PSC 関

連条約に関する講義を中心とした研修を実施しました。ベトナム PSC 関係職員

60 名が参加しました。本財団は、専門家の派遣費用を負担しました。 

3) 2012 年 7 月 16～19 日、パプアニューギニア・ポートモレスビーで東京 MOU セ

ミナーと IMO ワークショップを開催しました。同セミナーでは同年 9月からの

「火災安全に関する集中検査」に係るガイドライン、新 PSC ガイドライン、同

ワークショップでは IMO の概要、IMO 監査制度等に関する講義、旗国等から抗

議があった事案等に関する事例研究などが行われました。16 カ国・地域から

28 名が参加しました。本財団は、開催費用の大半及び途上国参加者 8名の旅費

等を負担しました。また、IMO は開催費用の一部、ワークショップ講師の旅費

及び研修参加者の滞在費の一部を負担しました。 
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4) 2012 年 8 月 27 日～9月 21 日、日本で一般研修を実施しました。東京 MOU 域内

11 カ国、域外 7 カ国から合計 18 名が参加しました。前半 2 週間は横浜で講義

を行い、後半 2 週間は 8 か所の地方運輸局に分散し実船訓練が行われました。

域内 12 カ国、域外 6カ国から合計 20 名が参加しました。本財団は、開催費用

及び途上国参加者 9 名の旅費を負担しました。また、IMO が域外からの参加者

7名の旅費等を負担しました。 

  

          講義                実船訓練 

5) 2012 年 10 月 22～26 日、フィリピン、バタンガスへ日本から専門家 2名を派遣

し船上実習を中心とした研修を実施しました。フィリピン PSC 当局職員 25 名

が参加しました。専門家の派遣旅費等は、本財団が負担しました。 

6) 2012 年 12 月 17～21 日、ベトナム・ホーチミンへ韓国から専門家 2名を派遣し

研修を実施しました。ベトナム PSC 関係職員 25 名が参加しました。専門家の

派遣費用は、本財団が負担しました。 

7) 2013 年 3 月 11 日～22 日、南米 PSC 地域組織に属するエクアドル、グアヤキル

に専門家 4名及び本財団職員 1名を派遣し、研修を実施しました。南米 PSC 地

域組織域内から 14 名、同域外からは 4 名が参加しました。本財団は専門家の

派遣費用等、IMO が研修参加者 7名分の旅費を負担しました。 

8) 2009 年度から 3年間、インド洋 PSC 地域組織へ専門家を派遣し、同地域 4か所

で研修を実施しましたが、同地域組織に加盟するオーストラリアが同研修の有

効性を高く評価し、同国の国際援助機関が同地域組織の事務局に資金を供与し、

2013 年から 3年間、研修を継続することになりました。本件について、研修開

催のノウハウをインド洋 PSC 地域組織事務局が十分に持っていないため、同事

務局は本財団の支援を求めており協力する予定です。 

9) 東京 MOU 域内 PSC の調和を促進するための検査官交流について、今年度は日本

→豪州、豪州→中国、香港→シンガポール、韓国→ニュージーランド、韓国→

香港、ロシア→カナダ、ニュージーランド→韓国の 7件を実施しました。本財

団は、当該交流に要する旅費を負担しました。 
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第 3 章 管理業務 

1. 理事会及び評議員会 

理事会及び評議員会の開催状況は、次のとおりです。 

1) 第1回理事会：2012年 6月 8日、議題＝平成23年度事業報告及び決算報告、

諸規程の制定・改正（理事会運営規程、評議員選定委員会運営規程）、会計

監査人の報酬、定時評議員会の開催、職務執行状況 

2) 第 1 回評議員会：2012 年 6 月 22 日、議題＝評議員運営規程の制定、平成

23 年度事業報告及び決算報告、業務状況報告 

3) 第2回理事会：2013年 3月 5日、議題＝平成25年度事業計画及び収支予算、

職務執行状況 

 

2. 事務局組織 

平成 24 年度末現在の本財団組織図を別添 4に示します。 

 

3. 財産等 

1) 平成 23 年度末の基本財産は 5千万円であり、長期債券で運用し満期保有目

的債券としています。本財団の最も大きな財産である研修事業基金（平成

24 年度末簿価：約 21 億 53 百万円）は、各種債券及び銀行預金で運用し時

価評価をしています。 

2) 本財団の主な収入は、各国拠出金、日本財団助成金及び研修事業基金運用

益です。 

 

4. その他 

平成 24 年 4 月 1 日に、公益財団法人への移行登記を行いました。 
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東京 MOU 域内の検査率 

検査率＝個別検査隻数/個別入域船舶数（％） 

個別検査隻数：同一船を 2回以上検査しても 1隻 

個別入域船舶数：同一船が 2回以上入域しても 1隻 

 

 

検査件数 

 

（解説） 

 インドネシア、中国等の検査件数が増加し、検査率も増加した。 
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航行停止処分数 

 

航行停止処分率 

 

 

（解説） 

 検査件数の増加に伴い航行停止処分数も増加したが、検査件数の伸びに比

べ航行停止処分数の伸びは小さく、航行停止処分率は前年に比べ若干減少し

た。 
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2011 年旗国格付 

ブラックーグレイーホワイトリスト 

 

 

 

 

 

 

別添２ 
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参考：パリ MOU の旗国格付 
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政府代行機関格付 

 

 
 

別添 3 
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参考：パリ MOU 政府代行機関格付 

 

 

 



17 

 

組 織 図 

 

   平成 25 年 3 月 31 日現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添 4 

業務課 

顧 問 

評議員会 

理事会 

理事長（代表理事） 

管理課 企画課 
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＜附属明細書の作成について＞ 

上記の事業報告に関して、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則

第34 条第3 項に規定されている附属明細書によりその内容を補足すべき重要な事

項はありませんので、附属明細書は作成しておりません。 


